
（単位：円）

備　　　　考

(73,593,000) (74,427,500) (-834,500)

(1) 定額会費収入 73,593,000 74,427,500 -834,500

(250,000) (600,000) (-350,000)

(2) 入会金 250,000 600,000 -350,000  50,000円×12名

(3,040,000) (3,418,523) (-378,523)

(3) 登録事務交付金 40,000 93,000 -53,000  登録・変更届手数料

(4) 雑収入 3,000,000 3,325,523 -325,523  (注1)

(74) (74) (0)

(5) 財調積立預金利息 74 74 0  財調積立預金利息

(0) (0) (0)

(6) 財調積立預金取崩収入 0 0 0

76,883,074 78,446,097 -1,563,023

37,982,877 37,982,877 0

114,865,951 116,428,974 -1,563,023

 Ⅱ　支出の部

款 備　　　　考

(Ⅰ) (25,110,000) (13,093,460) (12,016,540)

(一) 会議費 (8,300,000) (4,574,645) (3,725,355)

(1) 総会費 2,500,000 1,611,929 888,071  定時総会

(2) 理事会費 800,000 862,618 -62,618

(3) 監査会費 100,000 64,186 35,814  2回

(4) 綱紀調査委員会費 1,200,000 601,240 598,760  

(5) 委員会費 1,200,000 405,895 794,105  （注2）

(6) 特別会議費 2,500,000 1,028,777 1,471,223  （注3）

(二) 業務費 (11,910,000) (5,379,825) (6,530,175)

(7) 総務費 200,000 39,800 160,200

(8) 経理費 200,000 124,300 75,700

(9) 企画費 900,000 36,811 863,189

(10) 広報費 4,200,000 1,936,053 2,263,947  （注4）

(11) 研修費 2,510,000 1,261,573 1,248,427  （注5）

(12) 市民事業費 3,900,000 1,981,288 1,918,712  （注6）

(三) 助成寄付金 (300,000) (200,000) (100,000)

(13) 助成金 300,000 200,000 100,000  （注7）

(14) 寄付金 0 0 0

(四) 渉外費 (600,000) (496,190) (103,810)

(15) 会渉外費 600,000 496,190 103,810  士業連絡協議会ほか

(五) 慶弔費 (1,000,000) (339,000) (661,000)

(16) 慶弔費 1,000,000 339,000 661,000

(六) 損害賠償責任保険料 (3,000,000) (2,103,800) (896,200)

(17) 業務賠償責任保険料 3,000,000 2,103,800 896,200

(Ⅱ) (47,000,000) (29,837,957) (17,162,043)

(七) 事務所費 (1,700,000) (935,079) (764,921)

(18) 光熱水費 1,300,000 711,835 588,165

(19) 事務所費 400,000 223,244 176,756  モップ等リース料、お茶

(八) 事務費 (9,800,000) (6,280,229) (3,519,771)

(20) 通信費 1,800,000 951,065 848,935  (注8)

　 入会金収入

目

差　異項 5年度決算額

　 雑収入

一 般 会 計 収 支 計 算 書

令和5年4月1日から令和6年3月31日まで

　 会費収入

差　異款及び項 5年度予算額 5年度決算額

 Ⅰ　収入の部

 　特定資産取崩収入

 　特定資産運用益

事務費

5年度予算額

事業費

 　(B)  収入合計

　 (A)  当期収入合計

   　    前期繰越収支差額

目



(21) 印刷費 2,000,000 844,852 1,155,148

(22) 消耗品費 900,000 150,262 749,738

(23) 修繕費 600,000 0 600,000  OA機器など

(24) 支部事務費 4,200,000 4,108,000 92,000  (注9)

(25) 雑費 300,000 226,050 73,950  会費徴収手数料ほか

(九) 旅費交通費 (500,000) (138,740) (361,260)

(26) 一般旅費 500,000 138,740 361,260  出張手当、タクシー代

(十) 人件費 (30,150,000) (20,920,035) (9,229,965)

(27) 役員手当 2,150,000 2,150,000 0

(28) 職員給与手当 22,000,000 14,824,825 7,175,175

(29) 福利厚生費 6,000,000 3,945,210 2,054,790  社会・労働保険料、退職共済

(十一) 備品費 (4,850,000) (1,563,874) (3,286,126)

(30) 備品費 4,500,000 1,292,782 3,207,218  印刷機・サーバーリース料ほか

(31) 図書費 350,000 271,092 78,908  登記研究、判例時報

(Ⅲ) (0) (0) (0)

(0) (0) (0)

(32) 雑費 0 0 0

(Ⅳ) (27,100,000) (25,231,460) (1,868,540)

(十三) 負担金 (26,700,000) (25,152,000) (1,548,000)

(33) 連合会普通会費 20,000,000 18,917,500 1,082,500  4,700円×会員数×12月

(34) 連合会会館建設特別会費 3,000,000 2,817,500 182,500    ７00円×会員数×12月

(35) 連合会研修事業特別会費 2,600,000 2,415,000 185,000    600円×会員数×12月

(36) 連合会市民救援特別会費 0 0 0    700円×会員数×12月

(37) 中ブロ会費 1,100,000 1,002,000 98,000  3,000円×332名

(十四) 代議員出席費 (400,000) (79,460) (320,540)

(38) 連合会総会出席費 300,000 79,460 220,540

(39) 中ブロ関係出席費 100,000 0 100,000

(Ⅴ） (10,000,000) (10,000,000) (0)

(十五) 特別会計繰入金支出 (10,000,000) (10,000,000) (0)

(40) 会館運営特別会計繰出金 10,000,000 10,000,000 0  

(41) 調停センター特別会計繰出金 0 0 0

(Ⅵ) (0) (0) (0)

(十六) 固定資産取得支出 (0) (0) (0)

(42) 什器備品購入支出 0 0 0

(Ⅶ） (0) (0) (0)

(十七) 特定資産取得支出 (0) (0) (0)

(44) 財務調整積立預金支出 0 0 0

(Ⅷ） (5,655,951) (0) (5,655,951)

(十八) 予備費 (5,655,951) (0) (5,655,951)

(43) 予備費 5,655,951 0 5,655,951

114,865,951 78,162,877 36,703,074

-37,982,877 283,220 -38,266,097

0 38,266,097 -38,266,097

(注) ＊

(注) １．

2.

3.

固定資産取得支出

リーガルサポート事務受託収入（186万1千円）、政治連盟事務受託収入(12万円)、リニア受託団事務費収入（50万円）

予備費の使用はなし

特定資産取得支出

   (A)－(C) 当期収支差額

負担金

保険事務取扱手数料（23万1790円）、職印証明書発行手数料（32万6千円）、補助者手数料（9万7千円）ほか

   (B)－(C) 次期繰越収支差額

特別会計繰入金支出

管理費

(十二)管理費

連合会助成金（遺言･相続相談等11万円）

正副会長会、部長会、注意勧告小理事会、三者会議、量定意見ほか

予備費

　 (C)        当期支出合計

福祉医療機構・住宅金融支援機構事務受託収入（1万7440円）

非司排除委員会、選挙管理委員会、役員選考委員会、財産管理人制度推進委員会、市民窓口運営委員会



4.

5.

6.

7. リーガルサポート（20万円）

8. 会員宛送料、電話Ｌ-ｎｅｔ通信料、FAXなど

9. 支部事務支給金：

　（400,000円×6支部）＋(前期：400円×会員数×6月）＋（後期：400円×会員数×　新入会員登録事務費

  

広報部：広報委員会、ホームページ、新聞広告ほか

市民事業部：司法書士総合相談センター他相談会、法教育事業ほか

研修部：会員研修、資料配布、年次制研修、新人研修ほか


